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岸
田
内
閣
の
財
政
運
営
規
律
と
増
税
緊
縮
路
線
等
に
関
す
る
質
問
主
意
書 

一 
内
閣
府
が
経
済
財
政
諮
問
会
議
に
提
出
し
た
資
料
に
よ
れ
ば
、
令
和
元
年
度
末
に
は
二
・
四
兆
円
に
過
ぎ
な
か
っ
た
国
の

基
金
残
高
が
、
令
和
五
年
度
末
時
点
で
は
十
二
・
七
兆
円
に
な
る
と
の
こ
と
で
あ
る
。 

 
 

我
が
国
は
財
政
赤
字
で
あ
る
か
ら
、
こ
れ
ら
の
基
金
へ
の
拠
出
は
国
債
を
財
源
と
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
金
利
上
昇

が
懸
念
さ
れ
る
中
で
、
基
金
へ
の
巨
額
の
拠
出
は
利
払
い
を
通
じ
て
国
民
負
担
を
増
加
さ
せ
る
こ
と
に
つ
な
が
る
懸
念
は
な

い
の
か
、
政
府
の
見
解
を
伺
い
た
い
。 

二 

一
の
内
閣
府
資
料
に
よ
れ
ば
、
令
和
五
年
度
に
お
け
る
基
金
か
ら
の
支
出
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
の
一
％
強
に
相
当
す
る
七
・
五
兆

円
が
見
込
ま
れ
る
と
の
こ
と
で
あ
る
。
こ
の
支
出
が
デ
フ
レ
ギ
ャ
ッ
プ
解
消
に
寄
与
す
る
と
し
て
も
、
急
激
に
積
み
増
し
た

基
金
か
ら
非
効
率
な
支
出
が
な
さ
れ
て
は
意
味
が
な
い
と
考
え
る
。 

 
 

以
上
を
踏
ま
え
、
残
高
が
積
み
上
が
っ
て
い
る
基
金
か
ら
の
支
出
の
効
率
化
に
つ
い
て
政
府
の
見
解
を
伺
い
た
い
。 

三 

令
和
四
年
度
予
算
に
お
い
て
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
及
び
原
油
価
格
・
物
価
高
騰
対
策
予
備
費
及
び
ウ
ク
ラ

イ
ナ
情
勢
経
済
緊
急
対
応
予
備
費
と
し
て
合
計
十
兆
八
千
六
百
億
円
が
計
上
さ
れ
た
が
、
三
兆
七
千
七
百
八
十
五
億
円
の
残

額
が
生
じ
た
。 
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令
和
五
年
度
予
算
に
お
い
て
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
及
び
原
油
価
格
・
物
価
高
騰
対
策
予
備
費
と
ウ
ク
ラ
イ

ナ
情
勢
経
済
緊
急
対
応
予
備
費
の
合
計
で
五
兆
円
が
計
上
さ
れ
て
い
る
が
、
令
和
五
年
十
月
二
十
六
日
時
点
で
使
用
実
績
は

な
い
。
ま
た
、
令
和
六
年
度
予
算
概
算
要
求
に
お
い
て
も
、
こ
れ
ら
の
予
備
費
が
事
項
要
求
さ
れ
て
い
る
。 

 
 

「
令
和
六
年
度
予
算
の
概
算
要
求
に
当
た
っ
て
の
基
本
的
な
方
針
に
つ
い
て
」
（
令
和
五
年
七
月
二
十
五
日
、
閣
議
了

解
）
で
は
、
こ
れ
ら
の
予
備
費
に
つ
い
て
、
「
今
後
の
状
況
を
踏
ま
え
、
予
算
編
成
過
程
に
お
い
て
検
討
し
、
必
要
な
措
置

を
講
ず
る
。
」
と
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
ど
の
よ
う
な
検
討
が
な
さ
れ
て
い
る
の
か
お
示
し
願
い
た
い
。 

四 

岸
田
総
理
は
、
令
和
五
年
九
月
二
十
六
日
の
閣
議
に
お
い
て
「
成
長
の
成
果
で
あ
る
税
収
増
を
国
民
に
適
切
に
「
還
元
」

す
べ
き
」
と
の
考
え
を
表
明
し
た
。
そ
の
後
、
同
年
十
月
二
十
四
日
の
衆
議
院
本
会
議
に
お
い
て
「
過
去
二
年
の
コ
ロ
ナ
禍

に
お
け
る
税
収
の
増
収
分
の
一
部
を
分
か
り
や
す
く
国
民
に
「
還
元
」
で
き
れ
ば
」
と
答
弁
し
て
い
る
。 

 
 

こ
れ
ら
に
関
連
し
て
、
以
下
質
問
す
る
。 

 

１ 

岸
田
総
理
が
発
言
し
た
、
こ
れ
ら
の
い
わ
ゆ
る
「
還
元
」
と
は
、
具
体
的
に
何
を
す
る
こ
と
を
指
す
の
か
。
政
府
の
見

解
を
示
さ
れ
た
い
。 

 

２ 

鈴
木
俊
一
財
務
大
臣
は
、
令
和
五
年
五
月
十
九
日
の
衆
議
院
財
務
金
融
委
員
会
に
お
い
て
、
特
例
公
債
の
発
行
を
最
大
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限
抑
制
し
た
後
に
、
見
込
み
以
上
に
税
収
が
伸
び
て
、
結
果
と
し
て
決
算
剰
余
金
に
反
映
さ
れ
た
場
合
に
は
、
防
衛
力
強

化
の
財
源
と
し
て
活
用
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
旨
を
述
べ
て
い
る
。
ま
た
、
政
府
は
、
決
算
剰
余
金
の
使
途
に
つ
い
て
、
そ

の
二
分
の
一
を
財
政
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
三
十
四
号
）
第
六
条
に
基
づ
き
公
債
の
償
還
に
充
て
、
残
り
の
二
分
の

一
を
防
衛
力
強
化
の
財
源
に
充
て
る
方
針
と
し
て
い
る
。 

 
 
 

他
方
で
、
令
和
五
年
十
月
二
十
四
日
の
岸
田
総
理
の
発
言
か
ら
は
、
税
収
の
増
収
分
の
一
部
を
国
民
に
「
還
元
」
す
る

も
の
と
受
け
取
れ
る
。 

 
 
 

税
収
や
特
例
公
債
の
増
減
、
歳
出
の
不
用
の
結
果
に
よ
り
決
算
剰
余
金
の
金
額
が
確
定
さ
れ
る
が
、
そ
の
際
に
は
特
例

公
債
は
可
能
な
限
り
発
行
の
抑
制
に
努
め
る
こ
と
と
さ
れ
て
お
り
、
ま
た
、
決
算
剰
余
金
の
使
途
の
方
針
が
あ
る
中
で
、

「
税
収
の
増
収
分
の
一
部
を
国
民
に
「
還
元
」
す
る
」
た
め
の
財
源
を
ど
の
よ
う
に
確
保
す
る
こ
と
が
適
当
と
考
え
て
い

る
の
か
、
政
府
の
見
解
を
示
さ
れ
た
い
。 

五 

令
和
五
年
二
月
十
日
の
衆
議
院
内
閣
委
員
会
に
お
い
て
、
金
子
俊
平
財
務
大
臣
政
務
官
は
消
費
税
に
つ
い
て
「
預
り
金
的

な
性
格
で
あ
り
ま
し
て
、
預
か
り
税
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
」
と
答
弁
し
て
い
る
。
こ
の
答
弁
で
言
う
「
預
り
金
的
な
性
格
」

と
「
預
か
り
税
」
は
ど
の
よ
う
に
違
う
の
か
。
政
府
の
見
解
を
示
さ
れ
た
い
。 
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六 

課
税
事
業
者
が
日
本
国
内
で
仕
入
れ
た
商
品
を
全
て
輸
出
し
た
場
合
、
売
上
げ
に
係
る
消
費
税
が
免
除
さ
れ
る
一
方
、
仕

入
れ
の
際
に
支
払
っ
た
消
費
税
が
控
除
さ
れ
る
た
め
、
輸
出
免
税
還
付
金
と
し
て
全
額
還
付
さ
れ
る
仕
組
み
と
な
っ
て
い

る
。 

 
 

こ
の
還
付
金
は
、
国
税
収
納
金
整
理
資
金
か
ら
支
払
わ
れ
る
と
こ
ろ
、
政
府
は
、
輸
出
免
税
還
付
金
の
金
額
に
つ
い
て
、

輸
出
を
原
因
と
し
た
還
付
金
を
区
分
し
て
い
な
い
た
め
金
額
を
把
握
し
公
表
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
旨
の
説
明
を
し
て
い
る

が
、
還
付
金
が
い
く
ら
支
払
わ
れ
て
い
る
の
か
明
ら
か
に
し
な
い
こ
と
は
、
納
税
者
で
あ
る
国
民
に
対
す
る
説
明
責
任
を
果

た
し
て
い
る
と
は
い
え
な
い
。 

 
 

輸
出
免
税
還
付
金
の
金
額
及
び
還
付
金
全
体
に
占
め
る
割
合
に
つ
い
て
、
区
分
す
る
仕
組
み
を
導
入
し
、
数
字
を
公
表
す

べ
き
で
あ
る
と
考
え
る
が
、
政
府
の
見
解
を
示
さ
れ
た
い
。 

七 

現
在
の
税
法
上
、
消
費
税
の
納
付
税
額
を
計
算
す
る
際
、
正
社
員
を
は
じ
め
と
す
る
直
接
雇
用
さ
れ
て
い
る
社
員
へ
の
給

与
支
払
い
は
仕
入
税
額
控
除
で
き
な
い
が
、
派
遣
労
働
者
等
の
非
正
規
雇
用
労
働
者
の
労
働
契
約
に
基
づ
く
支
払
い
は
仕
入

税
額
控
除
で
き
る
仕
組
み
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
仕
組
み
に
よ
り
、
非
正
規
労
働
者
を
雇
え
ば
雇
う
ほ
ど
、
そ
の
事
業
者
が

支
払
う
消
費
税
額
が
少
な
く
て
済
む
こ
と
に
な
る
。
こ
の
よ
う
な
消
費
税
の
仕
組
み
は
、
非
正
規
労
働
者
を
増
や
す
こ
と
に
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繋
が
り
、
雇
用
の
不
安
定
化
を
招
く
こ
と
と
な
る
。 

 
 

そ
の
よ
う
な
弱
い
立
場
の
人
を
余
計
に
追
い
込
む
仕
組
み
と
言
え
る
消
費
税
を
も
っ
て
、
社
会
保
障
費
を
賄
う
こ
と
は
不

適
切
で
あ
る
と
考
え
る
が
、
政
府
の
見
解
を
示
さ
れ
た
い
。 

八 

藤
井
聡
京
都
大
学
教
授
は
、
平
成
二
十
六
年
の
消
費
税
率
八
％
へ
の
引
上
げ
か
ら
、
令
和
元
年
の
同
税
率
十
％
へ
の
引
上

げ
ま
で
の
五
年
間
で
、
厚
生
労
働
省
「
毎
月
勤
労
統
計
調
査
」
を
基
に
し
た
サ
ラ
リ
ー
マ
ン
の
実
質
賃
金
は
六
％
下
落
し
て

お
り
、
消
費
増
税
と
実
質
賃
金
の
下
落
に
因
果
関
係
が
認
め
ら
れ
る
と
指
摘
す
る
。 

 
 

消
費
税
率
の
引
上
げ
は
、
実
質
賃
金
に
負
の
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
が
、
こ
の
点
に
つ
い
て
、
政
府
の
見

解
を
伺
い
た
い
。 

九 

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
の
導
入
に
よ
る
増
収
額
に
つ
い
て
、
政
府
は
令
和
五
年
三
月
十
日
の
衆
議
院
財
務
金
融
委
員
会
に
お
い

て
「
二
千
四
百
五
十
億
円
」
と
の
試
算
額
を
示
し
て
い
る
。
こ
れ
は
免
税
事
業
者
が
イ
ン
ボ
イ
ス
発
行
事
業
者
へ
と
転
換
し

た
場
合
の
、
課
税
事
業
者
が
増
え
る
こ
と
に
よ
る
増
収
額
を
指
す
の
か
。
指
す
と
す
れ
ば
、
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
の
導
入
は
課

税
転
換
を
強
い
ら
れ
る
免
税
事
業
者
に
と
っ
て
は
実
質
増
税
で
あ
る
と
考
え
る
が
、
政
府
の
認
識
を
示
さ
れ
た
い
。 

十 

令
和
五
年
五
月
十
五
日
の
衆
議
院
決
算
行
政
監
視
委
員
会
に
お
い
て
、
里
見
隆
治
経
済
産
業
大
臣
政
務
官
は
「
消
費
税
に
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限
ら
ず
、
コ
ス
ト
が
上
昇
す
る
際
に
、
交
渉
力
の
強
い
事
業
者
と
弱
い
事
業
者
の
間
で
は
、
構
造
的
に
そ
の
上
昇
分
を
転
嫁

す
る
こ
と
が
難
し
い
と
い
う
問
題
が
あ
る
と
い
う
認
識
に
変
わ
り
は
ご
ざ
い
ま
せ
ん
。
」
と
答
弁
し
て
い
る
。
政
府
は
過
去

の
消
費
税
率
引
上
げ
に
際
し
、
消
費
税
の
円
滑
か
つ
適
正
な
転
嫁
の
確
保
の
た
め
の
消
費
税
の
転
嫁
を
阻
害
す
る
行
為
の
是

正
等
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
平
成
二
十
五
年
法
律
第
四
十
一
号
。
以
下
「
価
格
転
嫁
特
措
法
」
と
い
う
。
）
で
私
的
独
占

の
禁
止
及
び
公
正
取
引
の
確
保
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
五
十
四
号
。
以
下
「
独
占
禁
止
法
」
と
い
う
。
）

の
規
定
を
適
用
し
な
い
と
す
る
措
置
を
施
し
た
が
、
現
在
、
価
格
転
嫁
特
措
法
は
失
効
し
て
い
る
状
態
で
あ
る
。 

 
 

一
方
、
政
府
は
、
新
規
課
税
事
業
者
が
団
結
し
て
消
費
税
の
転
嫁
に
つ
い
て
の
カ
ル
テ
ル
を
形
成
し
た
場
合
に
つ
い
て
、

「
一
般
論
と
し
て
、
事
業
者
が
共
同
し
て
取
引
価
格
を
引
き
上
げ
る
と
い
う
よ
う
な
こ
と
は
、
独
占
禁
止
法
上
の
不
当
な
取

引
制
限
と
し
て
問
題
と
な
る
可
能
性
が
あ
る
」
と
答
弁
し
て
い
る
。 

 
 

ア
ニ
メ
ー
タ
ー
、
フ
リ
ー
ラ
イ
タ
ー
等
の
様
々
な
業
種
の
個
人
事
業
主
は
、
個
別
に
取
引
先
と
価
格
交
渉
し
づ
ら
い
た

め
、
団
体
、
組
合
等
を
構
築
し
て
連
携
せ
ざ
る
を
得
ず
、
こ
れ
は
価
格
転
嫁
特
措
法
が
な
い
と
カ
ル
テ
ル
に
該
当
し
独
占
禁

止
法
違
反
に
な
る
お
そ
れ
が
生
じ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
独
占
禁
止
法
の
規
定
を
適
用
し
な
い
と
す
る
措
置
を
講
じ
な
い
ま
ま

で
の
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
導
入
は
、
立
場
の
弱
い
側
に
強
い
側
へ
の
対
抗
措
置
を
与
え
な
い
こ
と
と
な
る
た
め
、
政
府
は
適
切
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な
措
置
を
講
じ
る
べ
き
と
考
え
る
が
、
政
府
の
認
識
及
び
対
応
方
針
を
伺
い
た
い
。 

十
一 
令
和
四
年
度
国
際
収
支
統
計
に
よ
れ
ば
、
第
一
次
所
得
収
支
は
三
十
五
兆
六
千
二
百
七
十
六
億
円
の
黒
字
と
な
っ
て
い

る
。
ま
た
、
令
和
四
年
度
末
時
点
の
我
が
国
の
対
外
純
資
産
残
高
は
四
百
十
八
兆
六
千
二
百
八
十
五
億
円
で
あ
り
、
主
要
国

で
最
大
の
債
権
国
で
あ
る
（
財
務
省
「
令
和
四
年
末
現
在
本
邦
対
外
資
産
負
債
残
高
の
概
要
」
）
。
そ
し
て
、
世
界
の
外
貨

準
備
に
占
め
る
米
ド
ル
の
割
合
は
低
下
傾
向
に
あ
る
が
、
我
が
国
は
引
き
続
き
米
ド
ル
を
買
い
支
え
て
い
る
状
況
で
あ
る
。 

 
 

債
権
国
で
あ
る
と
い
う
こ
と
は
、
価
格
下
落
リ
ス
ク
や
相
手
方
の
破
綻
リ
ス
ク
も
負
っ
て
い
る
こ
と
に
な
り
、
仮
に
米
ド

ル
価
格
が
下
落
す
れ
ば
、
本
邦
が
米
ド
ル
建
て
で
保
有
す
る
資
産
も
大
き
く
棄
損
す
る
こ
と
に
な
る
。
つ
ま
り
、
我
が
国
が

米
国
の
財
政
リ
ス
ク
を
も
負
っ
て
い
る
か
の
よ
う
な
状
況
に
あ
る
。 

 
 

こ
の
よ
う
な
リ
ス
ク
を
踏
ま
え
て
財
政
運
営
を
行
う
必
要
が
あ
る
と
考
え
る
が
、
政
府
の
見
解
を
伺
い
た
い
。 

 

右
質
問
す
る
。 


